
（令和７年２月末日現在）

北茨城市

　　　　　　　　　 　第６次行政改革大綱実施計画

　　　　　　　　　　 の進ちょく状況について

実　施　計　画 ： 令和６年度～令和１１年度
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１　実施計画の実施実績表

実施項目数 達成率(％)

1 0 0 0 0 0 0 0.0 

6 0 0 0 0 0 0 0.0 

1 0 0 0 0 0 0 0.0 

4 0 0 0 0 0 0 0.0 

1 0 0 0 0 0 0 0.0 

1 0 0 0 0 0 0 0.0 

2 0 0 0 0 0 0 0.0 

2 0 0 0 0 0 0 0.0 

18 0 0 0 0 0 0 0.0 

２　６ヵ年の推進目標

目標値 R5年度(基準) R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

200億円以内 223.9億円

年間2,000千円 1,925千円

300,000千円 135,251千円

98.2％以上 97.9% 

97.5%以上(現年) 96.3% 

75.0%以上(過年) 63.5% 

99%以下 102.1% 

3,700人 3,244人

12団体新規認定 （39団体）

90% 91.8% 

30名以上 26名

100% 37.5% 

達成率

計画的な財政運営 0

安定的な歳入の確保 0

経費の節減合理化 0

地方公営企業等の経営健全化 0

公共施設マネジメントの推進 0

機能的な組織の構築 0

市民とともに進めるまちづくり 0

すべての職員が活躍できる環境づくり 0

合計 0

項目 R11年度

一般会計地方債残高

有料広告収入

ふるさと納税収入

市税徴収率

市営住宅徴収率

市営住宅徴収率

エネルギー使用に係る原単位

下水道水洗化人口

道路里親制度

消防団員の充足率

職員の研修参加人数

男性職員育児休暇取得率

重点事項
取組

項目数
R６年度

実績
R７年度

実績
R８年度

実績
R９年度

実績
R１０年度

実績
R11年度

実績



計画的な財政運営 1 中期財政計画に基づいた財政運営の実施 財政課 3

2 有料広告の推進 企画政策課 4

3 ふるさと納税の拡充 企画政策課 4

4 市有遊休財産の処分及び有効な利活用 総務課 4

5 非強制徴収債権の収入未済額の徴収強化 財政課 5

6 市税徴収率の向上 収納課 5

7 市営住宅使用料の徴収対策強化 都市計画課 5

経費の節減合理化 8 省エネ・脱炭素化実現に向けた取組の強化 生活環境課 6

9 市民病院経営強化プランに基づく経営健全化 経営企画課 6

10 公共下水道事業における経営健全化 下水道課 7

11 水道事業経営戦略に基づく経営健全化 業務課 7

12 水道事業と下水道事業の統合 下水道課・業務課 7

公共施設マネジメントの推進 13 汚水処理施設の統廃合 下水道課・生活環境課 8

機能的な組織の構築 14 職員配置適正化 人事課 8

15 道路里親制度の推進 建設課 9

16 消防団員の確保及び加入促進 消防課 9

17 人材育成方針に基づいた職員研修の充実 人事課 10

18 職員の働き方改革の推進 人事課 10

～第６次行政改革大綱に基づく取組項目～

基本方針 重点項目 No. 取組項目（実施計画項目） 担当課 ページ

安定的な歳入の確保

地方公営企業等の経営健全化

持続可能な行政運営の推進

時代の変化に対応した
行政サービスの推進

市民とともに進めるまちづくり

全ての職員が活躍できる環境づくり

健全な財政運営の推進
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3第６次行政改革大綱実施計画の実施実績（見込み）

（基本方針）健全な財政運営の推進　　　（重点項目）計画的な財政運営

(No.1) 中期財政計画に基づいた財政運営の実施【財政課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）
改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

 今後も老朽化した公共施設の更新事業等
を実施しつつ、財政の健全運営のために達
成すべき目標として、「地方債残高」につい
て目標を設定する。
  さらに、この目標を達成するため、財政の
健全性を示す健全化判断比率（実質公債費
比率及び将来負担比率）についても留意し
ていくことで、市財政の健全度の継続的な管
理を図る。

R11年度までの財政収支の見通しを基に、以下の目
標を設定することで、公債費負担の増大が今後の
財政運営に及ぼさないよう、施策の選定や新規発
行の抑制等により地方債残高の適正な管理を行う。

【目標値・年度】
 一般会計地方債残高を200億円以内に抑制する。
（参考）R4:228億円、R5:224億円
　　　　過去最大（R3）238億円
 さらに、上記の目標を達成するために、以下の健全
化判断比率の指標についても留意していく。
　・実質公債費比率を15％未満に抑制する。
（参考）R4：11.6％、R5：12.6％
　　　　過去最大（H19）16.3％
　・将来負担比率を110％未満に抑制する。　
（参考）R4：98.5％、R5：97.9％
　　　　過去最大（H19）136.2％

令和6年度末では、県貸付金の繰上償還や新規
発行債の縮減により、約217億円（R6.10月計
画比：約△1.3億円）、令和7年度で約210億円
（R6.10月計画比：約△2.3億円）となる見込
み。

　　　　　　　　　　　凡　例
「○」･････目標達成年度

「⇒」･････調査・検討・継続実施



（基本方針）健全な財政運営の推進　　　（重点項目）安定的な歳入の確保

(No.２) 有料広告の推進【企画政策課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

(No.３) ふるさと納税の拡充【企画政策課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

(No.４) 市有遊休財産の処分及び有効な利活用【総務課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

平成19年度（実績：36件、2,046千円）から実
施した広告掲載事業について、広告募集の
強化及び新たな広告媒体の抽出等により、
有料広告事業を推進し、自主財源の確保を
図る。

新たな広告媒体の検討

【目標値・年度】
R11年度における目標額：2,000千円
（参考）
R4:1,595千円、R5:1,925千円

・広報紙 　　　　　　　　　14件 510千円
・ＨＰ　  　　　　　　　　　4件 280千円
・磯原駅掲示板　　　　　 9区画　183千円　
・巡回バス広告 　　　　　　　1件 45千円
・ネーミングライツスポンサー料（あゆみ
ドーム）　　　　　　　　　　　　550千円
・庁舎案内広告　　　　　　　　　120千円
・広告付きAED（AEDリース料換算） 59千円
【広告収入状況】
R7.2月末：1,747千円

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

ふるさと納税を拡充することにより、市の自主
財源確保を図る。

市商工会との連携、新たな返礼品の開発等を通じ
ふるさと納税額の増収を図る。

【目標値・年度】
計画期間中のふるさと納税年間平均収入額を3億
円とする。
（参考）
R4：107,588千円、R5：135,251千円　

返礼品登録数：461件
商工会と連携し登録商品数の増加に伴い、ふ
るさと納税サイト掲載による地場産品のPRが
図られている。
【ふるさと納税収入状況（件数）】
R7.2月末：196,613千円（10,286件）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

市有財産の売却処分及び有効利活用によ
り、歳入確保を図る。

遊休地の不動産鑑定及び公売の実施、処分不能
財産の適正な管理（所管課の見直しを含む。）。

【目標値・年度】
計画期間内に普通財産の新たな利活用方法（売
却、貸付等）について3件以上決定する

・市有地売却　0件
・市有建物売却　1件
・将来的な公売実施に向けて、不動産鑑定を4
件（旧磯原中テニスコート等）実施した。
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5(No.５) 非強制徴収債権収入未済額の徴収強化【財政課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

(No.６) 市税徴収率の向上【収納課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

(No.７) 市営住宅使用料の徴収対策強化【都市計画課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

市が所有している金銭債権についての徴収
強化を図り、歳入の確保につなげる。

以下の項目等の調査を行うとともに、徴収体制の強
化を図る。
・庁内における金銭債権の調査（種類、額、管理方
法等）
・先行自治体の調査
・業務委託の可能性の調査

【目標】
令和9年までに管理方法、徴収体制を確立する。

令和5年度決算において収入未済額を有する課
に対し、金銭債権の調査・ヒアリングを行
い、各課の取組等について確認したほか、他
市の状況を確認した。
業務委託、徴収事務の集約化等については検
討中。

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

自主財源の安定確保のため、市税徴収率を
更に向上させる。

現年度滞納者に対する催告の強化及び滞納処分
の早期着手。
過年度滞納者に対する滞納処分の強化。

【目標値・年度】
令和11年度までに市税徴収率98.2％を目標とす
る。
（参考）R4:97.6％、R5:97.9％

一斉催告の他、現年度のみの滞納者に対する
SMSを活用した催告を実施した。処分等は、差
押264件、執行停止67件、交付要求37件、納付
誓約等77件を執行した。
【徴収率】
R7.2月末：86.7％
（前年比現年-0.2、滞繰-4.0、計-0.2）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

・現年度及び過年度の徴収を強化し収納率
のアップを図る。
・滞納者に対する納付指導、法的措置など
を念頭に住宅使用料滞納の圧縮を目的とす
る。

【目標値・年度】
R11年度における
①現年度分収納率を97.5%とする。
　（参考）R4：96.5%、R5：96.3%
②過年度を含めた収納率を75.0%とする。
　（参考）R4：63.6%、R5：63.5%

家賃滞納者に対し調停を実施し調停調書に基
づき分納を履行中。調停不成立となった滞納
者へは明渡訴訟を行い和解に至った。納付誓
約に従い、数年間家賃を支払っていなかった
者が納付し始めたことは一定の成果であるた
め、引き続き取り組む。
【市営住宅徴収率】
R7.2月：①86.9%②56.3%



（基本方針）健全な財政運営の推進　　　（重点項目）経費の節減合理化

(No.８) 省エネ・脱炭素化実現に向けた取組の強化【生活環境課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

（基本方針）健全な財政運営の推進　　　（重点項目）地方公営企業等の経営健全化

(No.９) 市民病院経営強化プランに基づく経営健全化【経営企画課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指し、
率先した省エネ対策及び再生可能エネル
ギーの導入により温室効果ガス排出量を削
減、あわせて、エネルギー消費に係る経費
の削減を図る。

公共施設の照明LED化や高効率空調機器の整備、
太陽光発電設備などの再生可能エネルギーの導入
を促進するなど、二酸化炭素排出量を削減するとと
もに、エネルギー消費に係る経費を削減する。
【目標】
令和11年度における、市公共施設の省エネ法に規
定するエネルギーの使用に係る原単位の5年度間
平均変化率を99％以下にする。　
（参考）R4：101.8％、R5：102.1％

※エネルギーの使用に係る原単位：単位量の製品
や額を生産するのに必要なエネルギー消費量の総
量のこと。単位量を求めるための分母は施設ごとに
異なる（工場であれば生産量、温泉施設であれば入
館者、公民館であれば床面積、など）

省エネ・脱炭素推進のため、市省エネルギー
等推進委員会において公共施設の省エネ対策
及び再エネ導入に係る中長期計画（令和6～10
年度）が承認された。
また、自治体新電力設立を軸とした事業計画
を策定し国に申請する。次のステップとし
て、自治体新電力設立のための事業計画策定
等に着手する。

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

当院の経営を持続可能なものとし、当院が
地域において果たすべき役割・機能を発揮
し続けることができるよう、経営強化の取組を
行う。

【目標値・年度】
地域における当院の役割を果たしながら、「北茨城
市民病院経営強化プラン」に掲げた目標の達成に
取り組むことにより、令和9年度までに収支均衡を目
指す。

令和7年2月末現在の入院・外来収益は、2,510
百万円[家庭医療センター含む]で前年度同時
期と比べ70百万円減となっており、計画値の
料金収入[2,838百万円]を下回る見込み。
全国的に公立・民間を問わず医療機関におい
ては、診療報酬の抑制、医療人材不足による
人件費上昇等により、病院経営が厳しくなっ
ているが、引き続き、必要な医療提供体制の
確保に務める。
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7(No.１０) 公共下水道事業における経営健全化【下水道課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

(No.１１) 水道事業経営戦略に基づく経営健全化【業務課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

(No.１２) 水道事業と下水道事業の統合【下水道課・業務課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

市の健全な発達、公衆衛生の向上、公共用
水域の水質保全等を実現するため、下水道
への速やかな接続実施を目指す。
　水洗化人口を増加させ、一般会計からの
繰入金を削減する。

公共下水道事業の経営の健全化に向け、効果的な
事業推進と水洗化人口の増加を図るとともに、汚水
処理事業の運営について、他事業を含む広域化・
共同化による将来的な事業のあり方を検討する。

【目標値・年度】
令和１１年度までに水洗化人口3,700人を目標とす
る。　
（参考）R4:3,215人、R5:3,244人

現年度管渠工事４件1,378ｍ施工中である。
供用開始区域を８月に追加した。
【水洗化人口】
R7.2月：3,253名

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

健全な事業運営を持続可能なものとし、市
民に安心・安全でおいしい水道水を永続的
に供給するべく、経営基盤の強化に取り組
む。

事業運営の効率化に向けて更なる維持管理費の圧
縮に努めるとともに、将来の財政収支状況を考慮し
た水道料金体制の検討を行うため、「北茨城市水道
事業経営戦略」に掲げた計画目標（投資・財政計画
及び施設等更新計画）の推進に取り組む。
【目標値・年度】
施設等更新を計画通りに実施しながら令和11年ま
での黒字を維持する。

維持管理費の圧縮を図るため、令和７年度よ
り中郷及び華川浄水場の管理委託の一体化を
行うこととし、入札を実施した。
また、令和11年度までの事業収支見込みを作
成し、投資・財政計画の見直しについて検討
を行った。

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

共有業務の一体化、及び類似事業の統合
による組織のスリム化による人件費等の経営
コストの減少。窓口の一本化による相談と工
事申請の迅速化等の市民サービス向上を図
る。また、公営企業としてより一層の経営の
合理化・健全化を図る。

以下について検討を行い、令和9年度末までに統
合の可否について結論を出す。
・水道部と下水道課、他課を含め組織統合のための
ｸﾞﾙｰﾌﾟを設立。
・両事業の課題を整理する。
・業務執行体制について具体案を検討する。
・統合した際の利点と欠点を整理する。
・設置条例や関連規程の整備について検討する。

上水道一体効率化・基盤強化推進事業の本申
請を行ったほか、北茨城市上下水道耐震化計
画を策定した。



（基本方針）持続可能な行政運営の推進　　　（重点項目）公共施設マネジメントの推進

(No.１３) 汚水処理施設の統廃合【下水道課・生活環境課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

（基本方針）持続可能な行政運営の推進　　　（重点項目）機能的な組織の構築

(No.１４) 職員配置適正化【人事課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

汚水処理施設を統廃合することにより、建設
費・修繕費・維持管理費等における
財政負担の軽減を図る。

・令和6年度、し尿等の受入施設の詳細検討、基本
設計
・令和7年度、公共下水道事業の認可変更
・令和8～10年、受入施設の建設工事
・令和11年度、共同処理の開始

・し尿等共同処理詳細検討業務委託
・し尿等共同処理地下水業務委託
計２本の委託を発注。
下水道課にて共同化に向けた基本設計を行
い、詳細設計へ向けての各種確認を行ってい
る。
国庫補助金の交付対象施設であることを茨城
県下水道課、資源循環推進課と協議し、汚泥
資源の肥料化について茨城大学農学部と協力
体制を構築した。

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

定員の適正化を図るとともに、事務事業の見
直し、組織の簡素化、民間委託等を促進さ
せ、市民ニーズにフレキシブルに対応できる
組織づくりを図る。

市長マニフェスト等を考慮し、各年の事業等に即座
に対応できる組織づくりと弾力的な人員配置をする
ために、各担当課等との調整及び協議を行いつ
つ、定員適正化計画の着実な推進を図る。
指標として、経常収支比率における人件費の占める
割合を県内平均値以内とすることを目標とする。
（参考）
R4:25.5%（県内平均24.2％）、R5:25.5％（県内平均
24.8％）

病院を除く職員数
R7.2月末現在（R5年度末対比）
343名（-4名）
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（基本方針）時代の変化に対応した行政サービスの推進　　　（重点項目）市民とともに進めるまちづくり

(No.１５) 道路里親制度の推進【建設課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 〇

⇒

(No.１６) 消防団員の確保及び加入促進【消防課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

市民と協働して地域の道路環境づくりを進め
るとともに、維持管理費の節減を図る。

第２次から推進している道路里親制度について、市
民と協働して地域にふさわしい道路環境保全に努
めるとともに、市ホームページ等に掲載し、加入促
進を図る。

【目標値・年度】
令和11年度末までに新規12団体の認定を目標とす
る。

R7.2月末現在39団体(道路延長33,246ｍ)
1団体の登録があったが、1団体の脱退があ
り、団体数に変化はないが400m増となった。
今後も道路里親制度ホームページ掲載や市内
企業等に参加を呼び掛け等のＰＲ活動を推進
し、事業の活性化を図る。 

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

地域防災力の低下を防ぐため、中核となる
消防団員の確保と質の向上を通じて消防団
の災害対応能力の向上を図ることを目的と
する。

・各地域消防団で戸別訪問による勧誘、広報誌等
でのPRによる加入促進。
・市役所新規採用職員の機能別消防団等への勧誘
活動。
・退職した消防団員の機能別消防団（大規模災害
OB分団）への勧誘活動

【目標値・年度】
　充足率　90％以上の確保。（全国85.9％）
（参考）
R4：93.6％、R5:91.8％

令和6年4月1日現在の団員数は428名で、充足
率は85.6％であり、消防団員確保のため、新
規市役所職員の機能別消防団勧誘、各分団に
よる勧誘活動によりR7.2月末現在では431名で
充足率86.2％になったが目標値は達成してい
ない。引続き勧誘活動、広報等を実施し消防
団員の確保に努める。
【充足率】
R7.2月末：86.2％



（基本方針）時代の変化に対応した行政サービスの推進　　　（重点項目）全ての職員が活躍できる環境づくり

(No.１７) 人材育成方針に基づいた職員研修の充実【人事課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

(No.１８) 職員の働き方改革の推進【人事課】

R6 R7 R8 R9 R10 R11

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

実施計画年度（上段が予定、下段が実績）

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

時代の変化に対応できるよう、職員の意識
改革を進めるとともに、複雑多様化している
行政課題の解決に向け、より効果的な職員
の資質の向上及び政策立案能力の開発を
図るため、積極的な人材育成が必要であ
る。

現在の人材育成基本方針は、最後の改定（H19年9
月）から時間が経過していることから、今の時代に
合ったものとするために改定を行う。
また、階層別研修を除く研修参加人数の過去5年の
平均が約20名であることから、毎年度30名とすること
を目標に研修計画を充実させる。（研修によって
は、受講希望を募ることで、職員の自発性、自己開
発の向上を図る。）

【目標値・年度】
階層別研修を除く職員の研修の参加人数：平均30
名以上
（参考）R4:24名、R5:26名

自治研修所階層別研修を除く研修受講者　30
名
県職員との合同研修　計3名
（公務員デザイン講座2名、カスハラ講座1
名）
実務研修　計3名
（総務省1名、茨城県1名、ふるさと財団1名）
【職員の研修の参加人数】
R7.2月末：36名

改革の目的等 改革の方法・目標年次等 これまでの実績又は実施見込み

職員の長時間労働の是正と生産性の向上
の併存の実現及びワークライフバランスの向
上。

【目標値・年度】
・年次休暇の積極的な取得
　　管理職の人事評価の目標設定、年度当初に取
得計画表の作成等新たな取組を行い、県内市町村
取得日数の平均値を目標とする。
（参考）R4:9.5日、R5:10.9日（県内平均13.4日）
　・男性職員の育児休業取得率の向上
　　取得率100％を目標とする。（第４次きたいばらき
男女共同参画プランに掲げる目標）
（参考）R4:45.5％、R5:37.5％

令和7年1月から勤休管理システムを導入。各
職員の休暇取得状況を迅速に確認できるた
め、年次休暇の取得が著しく少ない職員及び
その所属長へのヒアリング等を検討してい
く。
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